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令和４（2022）年度秋号消 情費 報生 活
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●�特集記事：Ｐ１・２�
・インターネット通販利用者必見！

　　覚えておこう「特定商取引法」のポイント
●�消費生活情報：Ｐ３�

・センターホームページギャラリーがますます充実！
　 ・若者１１０番を実施します！
●�消費生活関連情報：Ｐ４�

・消費生活教室のお知らせ
　 ・展示・情報資料室のご案内【センター４階】

こんなトラブルが多発中！！
・�広告で見たダイエットサプリ１００円お試しコース
を申し込んだつもりが定期購入。最初に１袋届き、
１週間後に次の商品が届いた。１００円は４回定期
購入が条件で途中解約できず、初回でやめるには
正価との差額の８，０００円を払う必要があるという。

・�定期購入で、解約するには次回発送日の１０日前に
電話による申し出が必要とのことだが、いつかけ
ても電話が通じず解約ができない。

・�「この期間中に申込んだ人だけに適用される無料
キャンペーン」があった動画配信のサブスクリプ
ション（定額制サービス）に申込み、その後、適
用された無料キャンペーン期間が過ぎたことに気
付かず、いつの間にか有料サービスに切り替わっ
ていた。

　消費生活相談電話  845-6666 平　日　９：００ 〜 １８：００
土・日　９：００ 〜 １６：４５〕〔

インターネット通販利用者必見！
覚えておこう「特定商取引法」のポイント

一般社団法人 ＥＣネットワーク理事　　　原田　由里
【筆者紹介】原田　由里（はらだ　ゆり）　主にネット関連の消費者トラブル相談を受けるほか、ネットの消費

者問題など、そのトラブルや対策などに関する講演活動、消費者啓発教材・消費者問題関連書籍への寄稿、
また、関係省庁の研究会、業界団体等へ委員として参加。

「特定商取引法」とは
　事業者による悪質な勧誘行為等を防止し、消費者
の利益を守ることを目的とする法律です。訪問販売
や通信販売等の消費者トラブルを生じやすい取引類
型を対象に、事業者が守るべきルール
と、クーリング・オフ等の消費者を守る
ルールを定めていて、民法に優先します。

〈対象となる取引類型〉
　「訪問販売」「通信販売」「電話勧誘販売」「連鎖販
売取引（マルチ商法）」「特定継続的役務提供（エス
テ・英会話・学習塾など）」「業務提供誘引販売取引

（内職商法）」「訪問購入」
※この他、「ネガティブオプション（送り付け商法）」
についても規定されています。

　インターネット通販は通信販売のひと
つですが、通信販売は上記の特定商取引
法の対象となる取引類型の中で、唯一、
クーリング・オフの適用がありません。

ここに注意！

特 集 記 事
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　令和４年６月に、特定商取引法が改正施行され、
通信販売の悪質な定期購入などの対策が強化されま
した。

定期購入などに対する規制強化
　通信販売の中には、１回購入だけではなく、消費
者が自ら解約手続きをしない限り、自動的に契約が
更新する定期購入やサブスクリプション契約が存在
します。
　もちろん広告上には、その旨、契約条件が表示さ
れているはずなのですが、小さな文字で記載されて
いるため見落としてしまったり、途中解約がしにく
いなどの問題が発生していました。また、「○人限り」

「○時間のみ」といった広告が、実は常時開催され
ているなどのケースもあります。

　消費者が意図しない定期購入に申込んだり、その
解約に関するトラブルの増加を受けて、改正法では
インターネット通販等に関して、これらの問題に対
処するため規制を強化し、ルールを守らない事業者
に対する罰則が強化されました。

　今回の改正法では、インターネット通販の「最終
申込画面」において下記の表記が新たに義務付けら
れました。自分が申し込む契約条件を最後に必ず確
認しましょう。
・�商品等の分量（各回の分量・提供期間・定期購入

やサブスクリプションなど無期限の場合はその
旨・無料期間の条件や自動更新の場合はその旨な
ど）

・�対価（各回の代金・総額・サブスクリプションな
どは移行時期とその金額、各回の支払時期・各回
の引き渡し時期など）

・�商品等の申込み自体に期間を設定している場合
（カウントダウンや個数限定など）はその旨、及

びその内容
・�契約解除（違約金があればその旨・解約方法・解

約受付手段など）特に解約方法等に制限がある場
合には、その旨を明瞭に示し、電話番号について
は確実につながる番号を掲載しておく。

　事業者は契約の申込みとなることを消費者に誤認
させるような表示や、上記の事項について誤認させ
るような表示を禁止されています。
　インターネット通販等において、事業者によりこ
れらに不実の表示がなされ、消費者がその表示が事
実であると誤認した場合、また、表示がなされなか
った場合であって、その表示されていない事項が存
在しないと誤認した場合は、消費者は事業者に対し、
その意思表示を取り消すことができるようになりま
した。

　申込みの画面をスクリーンショットで保存する習
慣をつけましょう。　
　インターネット通販で特に悪質な事業者の場合、
ウェブ上の広告や画面が事業者により後から勝手に
変更されることも想定されます。後から「言った、
言わない」の争いにならないために、消費者も注文
申込み時の広告画面や最終申込画面を保存し、トラ
ブルに備えておきましょう。

その他の特定商取引法の改正内容

 クーリング・オフ通知の電子化
　令和３年改正法にて本年６月に施行された内容の
ひとつです。クーリング・オフは、主に訪問販売等
において一定期間、消費者から契約を解除できる強
力な権利です。
　これまで書面による通知が必要でしたが、電子メ
ールやＦＡＸ等で行うことが可能になりました。

 ネガティブオプションの規定強化
　売買契約に基づかないで、代金請求とともに商品
を送り付ける、いわゆる「送り付け商法」について、
事業者は、消費者がその商品をすぐに処分しても返
還請求が出来なくなりました。

誤認契約の場合は消費者に取消権特定商取引法改正による
「詐欺的な定期購入商法」対策

ここを確認！！

これだけはやっておこう！！！
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　講師は健康食品の研究の第一人者、昭和女子大
学食健康科学部の梅垣敬三教授です。
　健康食品ブームの中、様々な健康食品が販売さ
れており、悪質な販売方法や摂取による危害トラ
ブルも発生しています。健康食品は医薬品ではな
く、あくまでも食品です。

　講師は神奈川県弁護士会の山本安志弁護士です。
　『終活』がブームになっており、高齢者の皆さ
んには関心が高く、人生の最終章をいかに過ごし、
後世に何を残しどう最後を迎えるかなどを、相続
アドバイザーでもある同氏が、具体的に分かりや
すく講演。

令和５年１月１２日（木）〜１３日（金）
　相談受付９：００〜１８：００

　相談専用電話　０４５－８４５－６６６６
　インターネット関連、通信販売、情報商材、マルチ商法など、消費生活トラブルで
お困りの方は、ひとりで悩まず、お電話でご相談ください。

若者110番を実施します！

センターホームページ動画ギャラリーがますます充実！

https://www.yokohama-consumer.or.jp/study/gallery.html

　センターが各区役所と共催している『消費生活教室』を動画収録して
ダイジェスト版を動画ギャラリーに収録しました
　参加できなかった方や参加された方の復習動画としてご活用ください

【健康食品の基礎知識　〜怪しげな勧誘・誘惑に惑わされないために〜】
令和４年６月２９日（水）磯子公会堂ホールの消費生活教室

【遺産と相続と遺言書の話　〜もしものときに備えて、知っておきたい基礎知識〜】
令和４年８月２６日（金）港南公会堂ホールの消費生活教室

消費生活情報



4

開 催 日 テ　　ー　　マ 講　　　師 定　員

１２月１２日（月）
１４：００〜１６：００
（開場１３：３０）

参加費無料

   《神奈川区役所共催》
不当・架空請求トラブルにあわないために
〜ハガキやメール等に潜む狡猾な手口とは〜

東京経済大学
現代法学部教授
　　 弁護士　村　千鶴子

40名

 【会　場】 神奈川区役所　本館５階　大会議室
 【交　通】 �ＪＲ「東神奈川駅」徒歩約７分、東横線「反町駅」徒歩約７分、 

 京急線「京急東神奈川駅」徒歩約９分
 【対　象】 横浜市内に在住・在勤・在学の方
 【申込方法】 事前申し込み制です。
 【申し込み・問合せ先】 �神奈川区役所　地域振興課「消費生活教室」担当 

 電話：４１１－７０８６　ＦＡＸ：３２３－２５０２ 
 令和４年１１月１４日（月）より受付。定員になり次第締め切り。

１月２６日（木）
１３：３０〜１５：３０
（開場１３：００）

参加費無料

   《保土ケ谷区役所共催》
加速するキャッシュレス決済の行方
〜通貨はどこに？知っておきたい仕組みと注意点〜

山本国際コンサルタンツ
　　 代表　山本　正行 ８０名

 【会　場】 保土ケ谷公会堂　会議室
 【交　通】 相鉄線「星川駅」徒歩約３分
 【対　象】 横浜市内に在住・在勤・在学の方
 【申込方法】 事前申込みは不要です。当日、直接会場にお越し下さい。先着順です。
 【問合せ先】 �横浜市消費生活総合センター「消費生活教室」担当 

 電話：８４５－５６４０　ＦＡＸ：８４５－７７２０

　※実施につきましては直前にご確認をお願いいたします。
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横浜市消費生活総合センター
〒 233-0002 横浜市港南区上大岡西 1-6-1 ゆめおおおかオフィスタワー 4F・5F　電話：045-845-5640　FAX：045-845-7720
作成 ： 公益財団法人横浜市消費者協会 （ 指定管理者 ）　発行日：１１月２５日

ホームページ https://www.yokohama-consumer.or.jp　ツイッター @yokohamasyouhi

発
　
行

ＱＲコード
印刷　神奈川きかんし印刷所

□■□　消費生活教室のお知らせ　□■□

　センター入り口の「展示・情報資料室」では、消費生活に関する図書、雑誌、リーフ
レットなどの閲覧のほか、図書、ＤＶＤ、展示用パネルの貸出を行っています。（貸出
は市内在住・在勤・在学の方が対象で、お一人３点迄、貸出期間は２週間です）
　　●開館時間…平　日：午前９時〜午後７時、土曜日：午前９時〜午後５時

　「くらしナビ」や消費生活に関する様々なパンフレット、チラシ等はご自由にお持ち帰りいただくことも
できます。

「展示・情報資料室」のご案内　（センター４階）

【閲覧コーナー・貸出カウンター】 【ＳＤＧｓ・成年年齢引き下げ関連図書・ＤＶＤ】 【チラシ・雑誌・リーフレットなど】


